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新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザ等に関する

関係省庁対策会議 (第 47回 )

議 事 次 第

平成 23年 11月 10日 (木 )
13:30～ 14:00
於 :官 邸 2階 小 ホ ー ル

1.開会

2.議事
新型インフルエンザ対策のために必要な法制度の論点整理について

3.閉会

【配 布 資 料】

資料 新型インフルエンザ対策のために必要な法制度の論点整理 (案 )

参考資料 l WHOバ ンデミックフェーズ
参考資料 2 鳥インフルエンザ (H5Nl)発 生国及び人での発症事例 (20

03年 11月 以降)

参考資料 3 「新型インフルエンザ対策行動計画 (平成23年 9月 20日改定)」
のポイント

参考資料4 新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザ等に関する関係省
庁対策会議の設置について



資料

<内閣官房新型インフルエンザ等対策室>

新型インフルエンザ対策のために必要な法制度の論点整理 (案 )

新型インフルエンザ ロパンデミックヘ十分な備えを行うことは、喫緊の課題。感染力が強く病原性

が高い新型インフル土ンザが国内で発生すれば健康被害は甚大となり、保健医療の分野だけでなく、

社会全体に影響がおよび、社会 日経済の破たんが危惧される。現在、新型インフルエンザ対策につい

ては、新型インフルエンザ対策行動計画 (以下「行動計画」という。)が作成されているところであ

るが、行動計画の実効性をさらに高めるために、例えば以下のような点について法的枠組みを検討す

る必要があるのではないか。

１

２

３

４

新型インフルエンザ発生への官民の事前の備えはどうあるべきか

新型インフルエンザ発生時の国等の対応体制、民間の協力確保や国際連携はどうあるべきか     .
感染力 日病原性が高い緊急事態において、国民生活・国民経済を維持するためにはどのような措置が必要か

感染カ ロ病原性が高い緊急事態において、感染拡大防止 口被害軽減のためにどのような措置が必要か

(参考)危機管理に関する他制度の例‐
*災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法等・・・自然災害や大規模事故
*武力攻撃事態対処法、国民保護法・ ロロ他国からの武力攻撃等
*口蹄疫対策特別措置法・・・口蹄疫蔓延防止



1 新型インフルエンザ発生への官民の事前の備えはどうあるべきか

(1)国・都道府県・市町村の行動計画を法律上位置づけ、地域の特性を踏まえつつ国全体のまとまり

ある備えを確保することが必要ではないか

(2) 最低限の国民生活を維持する観点から、行動計画に掲げられている医療関係者、公共サービス

提供者、医薬品・食料品等の製造・販売事業者、運送事業者、報道機関等社会機能の維持に関わる

事業者 (以下「社会機能維持事業者」という。)については、あらかじめ新型インフルエンザ発生

時の重要業務に関する事業継続計画の策定等を実施してもらうことが重要ではないか

(3)新型インフルエンザ対策に関する研究推進が重要ではないか

2 新型インフルエンザ発生時の国等の対応体制、民間の協力確保や国際連携はどうあるべきか

(1)国 全体としてまとまりをもつて対応するとともに、地域の特性も踏まえた対策を実施できるよう、

国・都道府県 口市町村に対策本部を設置することが必要ではないか

(2)社 会機能維持事業者の協力を確保する仕組みが必要ではないか (例えば要請等や災害対策基本法、

国民保護法等の指定公共機関制度 )

(3)WHOや アジア諸国等との連携が重要ではないか



3 感染力・病原性が高い緊急事態において、国民生活・国民経済を維持するためにはどのような措置

が必要か

(1)国 民生活・国民経済の安定確保のためにどのような措置が必要か
・医薬品、衛生用品、食料、石油等重要な物資の安定供給及び物価の安定確保

・電気、水道、ガス、公共交通、運輸、金融 口決済システム、報道等国民生活・国民経済の安

定確保のために重要なサービスの継続確保

口埋火葬、廃棄物等生活衛生環境の確保のための措置

(2)企 業の経済活動の安定を図るためどのような措置が必要か
・政府関係金融機関等を通じた企業活動の継続支援のための金融支援

(3)民 事上の債権債務や行政上の権利義務関係の混乱回避のためどのような措置が必要か
口債務履行期限の延長

・行政上の申請期限の延長等

4 感染力・病原性が高い緊急事態におし1て _、 感_染抗ム防止・被害軽減のためにどのような措置が必要か

(1)国 内侵入を遅らせるためにどのような措置が必要か
・海外からの帰国者・入国者を停留する施設の確保

・発生国からの入国の抑制



(2)国 内の感染拡大防止のためにどのような措置が必要か

・催物、興行場等不特定多数者が集まる行事 口営業の抑制

・学校、保育所、通所福祉施設等の体業

・地域封じ込めのための集中的対策 (医療、交通規制、生活支援)

(3)予 防接種をどのように実施することが適切か

・プレパンデミックワクチン接種 (医療従事者、社会機能維持者対象 )

・パンデミックワクチン接種 (全国民対象。医療従事者、社会機能維持者に対する先行接種含

む。)

・接種の優先順位、実施者、医療従事者の協力確保、費用、備蓄など

(4)医 療を確保するためどのような措置が必要か

・医師、看護師、薬剤師の協力確保 (被災補償等のあり方を含む。)

・医療を行うための臨時施設の確保

・医薬品等の備蓄

・医薬品承認等の医療関係法の特例 (外国の支援受入れを含む。)

* 感染カ ロ病原性が高い緊急事態に対応するための法的措置の発動の開始 口終了の判断は、どのよう
に行うのか
* 社会機能維持に大きな影響を及ぼすおそれのある新感染症への対応をどうするか

4



参考資料 1

WHOバンデミックフェーズ

フェーズ1

フェーズ2

フェーズ4′

フェーズ5

フェーズ6

ヒトベ感染する可能性を持つ型のウイルス発生がない。

ヒトヘ感染しパンデミックを引き起こす可能性を持つ亜型のウイルスが検出。

コミュニティレベルでの発生を継続させる力がある新しい亜型のインフルエ
ンザウイルスが、ヒトーヒト感染していることが確認された。

WHOの 1つの地域に属する2か国以上で、そのインフルエンザウイルスに
ようてコミュニティレベルの感染が継続しているも1    ‐

フェーズ5の条件に加え、wHoの別の地域の1か国以上において、そのイ
ンフルエンザウイルスによつてコミュニティレベルの感染が継続している。

※枠囲いは鳥インフルエンザ (H5Nl)のフェーズ



― .●●●

注)上国の他、人への感染事例として、
~

1997年香港(H5Nl 18名 露彙、6人死亡)
1999年番港(H9■22名感染、死亡なし)
2003年番港(H5N12名感染、1人死亡)
2003年オランダ〈HフN7"名感染。■人死亡)
2004年カナダ(H7N32名 感染、死亡なし)
2007年英国(H7N24名感染、死亡なし)等 がある。

1目 :家きん等でのH5Nlが認められた国

||:人でのH5Ni発症が認められた目

0れ・ヽ

参考:WHOの確認している発症者数
は計569人 {うち死亡334人 )

20■■奪■■月 2日】昆i笙
厚生労働省健康局結核感染症課作成

」階Ⅳ限障Ｆ
Ｏ

(WHO・ oIEの正式な公表に基づく)
亀ヾ

ぺ
《アジア 》
インドネシア
人の発症者181人
(うち死亡者149人 )
カンポジア
人の発症者18人
(うち死亡者■6人 )
タイ
人の発症者25人
(うち死亡者■7人 )
中国
人の発症140人
(うち死亡者26人 )
パキスタン
人の発症者3人
(うち死亡者1人 )

ハ
゜
ングラテ・シュ
人の発症者3人
(うち死亡者o人 )
ベドナム
人の発症者119人
(うち死亡者59人 )
ミャンマー
人の発症者1人
(うち死亡者o人 )
ラオス
人の発症者2人
(うち死亡者2人 )

アセ
゛
ル′ゞイシキン
人の発症者8人
(うち死亡者5人 )
イラク
人の発症者3人
(うち死亡者2人 )
エジプト
人の発症者152人
(うち死亡者52人 )
トルコ
人の発症者12人

《アフリカ》
ジブチ
人の発症者■人
(うち死亡罰 人)
ナイジエリア
人の発症者1人
(うち死亡者1人 )



(2011年 11月 2日現在 )

2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 合計

壼●l薇

"亡
餞 症例菫 死亡菫 症71敗 死亡螢 症例傲 死亡致 掟例熱 死亡lt 症

"傲
死亡歎 症471H 死亡菫 症

",腋

死亡致 ■01臓 死亡戦 症例敗 死亡敷
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０
０

Ｅ
υ

′ゞングラデシユ 0 0 0 0 0 0 0 ・ o 0 0 1 0 0 0 0 0 2 0 3 0

カンポジア 0 0 0 0 4 4 2 2 1 1 1 0 1 0 1 1 8 8 18 16

中国 1 1 0 0
０
０ 5 13 8 5 3 4 4 7 4 2 1 0 0 40 26

ジブチ 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0
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０
０ 10 25 9

Ｏ
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０ 2

ラオス 0 0 0 0 0 0 0 0 2
０
４ 0 0 0 0 0 0 0 0 2

う
ι

ミャンマー 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0

ナイジェリア 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0
ｎ
υ 0 0 0 0 0 0 1 1

パキスタン 0 0
ハ
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ｎ
υ 0
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υ 0 0
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０ 1
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ｎ
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■
′ 12 5

０
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ｎ
ｖ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 25

，
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トリレコ 0 0 0 0 0 0 12 4 0 0 0
ｎ
ｖ 0 0 0 0 0 0 12 4

ベ トナム 3 3 29 20
●
●

ｎ
υ 0 0 8 5

●
υ

Ｅ
０

Ｅ
υ

員
υ 7 2 0 0

ハ
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ｎ
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Ｅ
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合計 4 4 46 32 98 ●
●
”
十

ｒ
υ 79 88 ｎ

，
Ｅ
υ 44 ●

●
う
０ 73 32 48 25 ●

●
Ｅ
υ 28 Ｏ

υ
ａ
ｕ
Ｅ
υ 334

注 :確定症例数は死亡例数を含む。
WHOは検査で確定された症例のみ報告する。



ンフルエンザの発生・流行に備え、医療、社会機能維持等の対策を強化

>平成21年4月 に発生した新型インフルエンザ対策の経験等を踏まえ、病原性・感染力の程度等に応じ、実施すべき対策を決定 (行動計画に記載する対策から選択)

【海 外 発 生 期 】餞外で胞 インル 熾 生し蹴 態)

OWHOによるフェーズ4宣言を受け、政府対策本
部 (総理が本部長)を設置

O国際的な連携の下で情報収集 (海外での発生
状況、ウイルスの特徴等)の体制を強化

0国内発生の早期発見のための国内サーベイラ
ンス・情報収集体制を強化 など

脇還獅鵬〕

【国 内 発 生 早 期 】

“

、動 かの都道府県毬 者雑 、疲学リ

O積極的な感染拡大防止策を実施
O海外での情報に加え国内での臨床情報を集約
し医療機関に提供

0国内流行に備え、医療提供体制の確保、社会

【国 内 感 染 期 】ぃずれか?都難 県薔 鑢 学リンクカ`逍
えなくなる(都道府県によつては未発生期、発生早期のところもあり得る),

0対 策 の主 眼 を被 害 軽 減 に切 替 え
O医療体制の負荷を軽減するため、入院患者や
重症者数を抑え、医療提供体制の維持に全力を

注ぐ

O欠勤者の増大が予測され、国民生活を維持す
るために必要なライフライン等の事業活動の経続

●検度の強化を実施。
・発生が疑われる場合、WHOフエーズ4=言前rt検疫強化等の水際対策を開始。(口係省庁)※
・発生口からの入国者に対し、■間票を配布・鯵察を実施(厚生労働4)
・有症者の隔離、感染したおそれのある者の停留・健康監視の実施。(厚生労働省)
・検疲実施のための海空港を集綺化(厚生労働雀、日土交通省)
(注 1)検疫のための集約先空港に羽口を追加(現行では、威田.関西、中部、福日)※
(注2)検疲の強化については、病原性・感染力、海外の状況筆を勘案することとし、状況の変化等により、含理性が認められなくなつた場合には、措置を縮小する旨を追加 ※
●定期便の運航自■を要睛。(口土卒通省、厚生労働省、外務省)

●〈定期便の運航自粛等に伴い、)在外部人帰回のための代替的な帰口手段の方針を決定。(外務省、厚生労働省、日土交轟省、防衛省、海上保安庁)
●春道府県等に対し、国内発生に備えた医療体制の準備を要請。(厚生労■省)
・r帰口者・機触者外来Jを設置し、帰口者・接触者外来以外の目薇機関への受診に備え、院内感染対策を講じた上で、診燎体‖を整備。※
(注)崚行r発熱外来Jを「帰目者・機触者外来」に名称変更し、海外発生期での設置に前倒し(現行では、国内発生早期に設置)。※
。医療機口に対し新型インフルエンザの息者等と判断された場合には口ちに保健所に連絡するよう甕麟。※
・r婦口者・接触者相談センター」を設置

●原液保存中のプレバンデミックワクチンを製剤化し機種開始 (医療従事者、社会機能維持者を対彙 )。 (厚生労鶴わ
(注 1)発生時に速やかに機種開始できるよう、プレバンデミックワクテンの一部を事前に製刺化して備書。※
(注2)糧組の基的位置づけや接組順位を決定する等、接腱体制を整備する.(厚生労働省、関係省庁)※

「
生労働省)

:対して、活動自粛を要請。(厚生労働省)

:労働省、文部科学省)

自1ヒ。(厚生労働省等)※

●地域の発生状況により「地域未発生期 J、 r地域発生早期 J、「地城感染期Jの 3段階に都道府県ごとに分け、段階ごとに対応※

●一般の入院医壼機関での摯療・治療への切り換え。病床不足の場合は、治機のため公共施設の利用を検討。(厚生労働省)
(注1)E晨従事者が都道府県等の要請で対応した場合の被災補償等を検討.※
(注2)在宅で農養する患者に対し、医師が電話による鰺農t・●断ができた場合、ファクシミリ等による抗インフルエンザウイルス薬等の処方箋の発行を麟肘。※
●暮道府県等の要請に応じ、日備書の抗インフルエンザ薬 (タミフル等)を配分。(厚生労働省)

●電気、ガス、水道等の事業者に事業継続を要請。(関係省庁)
(注)事業継続のための法令の弾力週用の周知.※
●製造・販売事業者・運送事業者書への医薬品・食料品等の緊急物資の円滑な流通や運送を要請。価係省庁)※
●生活関連物費等の安定化のため、買占め等への監視、国民相談窓口の設置。(消費者庁、関係省庁)※

●全国の事業者に対し、事業機機に不可欠な重要彙務への重点化を要請。(関係省庁)

●中小企業等の経営安定化に貴する政府関係金融機関等への要請。(経済産業省、農林継 省、財務省、厚生労●l省)※
●社会的弱者 (障害者、高齢者等)への支援。(厚生労働省)

●椰道府県経由で火葬炉の稼働、一時的な遺体安置施設等の確保を要請。c生労働省)

●全国民に対するバンデミックワクチンの確保、機種開始。(厚生労働省)
ワクチン製造用のウイルス株決定後6か月以内に全国民分のパンデミックワクチン製造を目指し、細胞培養法等の生産ラインの整備を推進。
(注 1)バンデミックワクチンについては、国産ワクテンの確保を原則とするが、必要に応じ綸入ワクチンも破保。※

(注2)病原性が高い等の場合は、公費で集団機種することを基本として、対策本部で接種類位専を決定し、日係者の協力の下、機種を開始。※
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参考資料 4

新型インフルエンザ及び鳥インフルエンザ等に関する

関係省庁対策会議の設置について

平 成 16年 3月 2日
関 係 省 庁 申 合 せ
平成16年 3月 4日 一部改正
平成16年 3月 H日 一部改正
平成16年 3月 19日 一部改正
平成17年 10月 28日 一部改正

平成18年 9月 7日 一部改正
平成18年 11月 27日 一部改正
平成19年 1月 9日 一部改正
平成19年 10月 26日 一部改正

平成20年 8月 29日 一部改正
平成21年 8月 7日 一部改正
平成21年 12月 18日 一部改正
平成23年 8月 15日 一部改正

1 新型インフルエンザ及び高病原性鳥インフルエンザ等の発生に関して、関係省
庁の緊密な連携を確保 し、政府一体となって対応するため、新型インフルエンザ

及び鳥インフルエンザ等に関する関係省庁対策会議 (以下 「対策会議」という。)

を設置する。

2 対策会議の構成は、次のとお りとする。ただし、議長は、必要があると認める
ときは、構成員を追加することができる。

議 長
副議長

構成員

内閣危機管理監          ・

内閣官房副長官補 (内政担当)

内閣官房内閣審議官 (新型インフルエンザ等対策室長)

内閣官房内閣審議官 (内閣広報室)

内閣官房内閣審議官 (内 F48情報調査室 )

内閣官房内閣審議官 (危機管理審議官 )

内閣府政策統括官 (科学技術政策・イノベーション担当)

内閣府食品安全委員会事務局長

警察庁生活安全局長

警察庁警備局長

金融庁総務企画局総括審議官

消費者庁次長

総務省大臣官房長

消防庁次長

法務省入国管理局長

外務省国際協力局長

外務省領事局長



財務省大臣官房総括審議官

文部科学省大臣官房政策評価審議官

文部科学省スポーツ・青少年局長

厚生労働省大臣官房技術総括審議官

厚生労働省健康局長

厚生労働省医薬食品局長

厚生労働省医薬食品局食品安全部長

農林水産省大臣官房総括審議官

農林水産省消費・安全局長

経済産業省大臣官房技術総括審議官

資源エネルギー庁長官

原子力安全・保安院長

中小企業庁長官        ｀

国土交通省大臣官房危機管理・運輸安全政策審議官

国土交通省航空局長

海上保安庁次長

環境省 自然環境局長

防衛省大臣官房衛生監

防衛省運用企画局長

.3 対策会議に幹事を置く。幹事は、関係行政機関の職員で議長の指名する官職に
ある者とする。

4 対策会議の庶務は、関係行政機関の協力を得て、内閣官房において処理する。

5 議長は、必要に応 じ、構成員以外の関係行政機関の職員その他の関係者の出席
を求めることができる。

6 前各項に定めるもののほか、対策会議の運営に関する事項その他必要な事項は、
議長が定める。


